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２．ごみ処理の目標 

１ 基本方針 

第５次大竹市総合計画（わがまちプラン）（策定：平成２３年３月，計画期間：平成２３

年度～平成３２年度）では，「住みたい，住んでよかったと感じるまち」をまちづくりのテ

ーマに，本市の将来像を『笑顔・元気 かがやく大竹』として位置づけています。 

このため，「よいまち」の実現に向け，基本目標を掲げて推進しているところであり，基

本目標の一つである「生活基盤が整ったまち」とするため，暮らしやすい生活基盤の整備を

進めるものとしています。 

本計画においては，循環型社会の形成により基本目標が達成されるものと考え，ごみ処理

の基本方針を，①ごみの発生・排出抑制の推進，②再資源化の推進，③環境にやさしい処理

の推進 とします。 

 

◆図表３-13 ごみ処理の基本方針 
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２ 数値目標 

（１）ごみの発生・排出抑制 

 既定計画の進捗  

既定計画における目標値は，ごみ総排出量（資源回収を含む。）については，平成２３年

度の実績値(1,048 グラム/人・日)に対して，平成２９年度までに約 100 グラムを削減する

ものとしています。 

また，平成２８年度における１人１日平均排出量は 940 グラムであり，既定計画の平成 

２９年度の目標値 949 グラムを達成する見込みです。しかし，平成２６年度以降の実績は，

微増傾向にあり，長期的には既定計画の目標値との乖離が予測されます。 

 

◆図表３-14 既定計画におけるごみ排出抑制目標 

区  分 
平成 23 年度

実 績 
（基 準 年） 

平成 28 年度 
実 績 

平成 29 年度 
数値目標 

平成 34 年度 
計画目標 

減量化（排出抑制）率 - 約 10.3％ 約 9.5％ 約 18.7％ 

１人１日平均排出量 
(ｇ/人・日)  

1,048 940 949 以下 852 以下 

 

◆既定計画におけるごみ排出抑制目標及び実績値による将来見込み 

 
 

※単純推計は実績値を基にしたトレンド法によるもので，排出形態別，ごみ種類別合計値です。 

◆１人１日平均排出量について 

 ごみの排出抑制の目標の指標とする１人１日平均排出量は，家庭，事業所から排出されるごみの
量（団体回収等を含む。）の合計を，市民１人１日当たりとしたもので，次の算式で求めます。 
１人１日平均排出量（g/人・日）＝〔家庭系（団体回収等を含む。）＋事業系ごみ量（ｔ/年）〕÷365 日/年÷総人口（人）×10６  

 他の自治体との比較を可能とし，国や広島県の目標値についてもこの値で示されています。 
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 本計画の目標値  

現状のごみの１人１日平均排出量は，既定計画の目標値を達成しているものの，県内の他

の市町との比較では，上位に位置する多さとなっています。『もったいない』と思う気持ち

を常に自覚した生活に取り組み，ごみの排出量の大幅な削減をめざします。 

本計画の家庭系ごみの目標値としては，平成２９年度に実施した家庭系もやすごみに関す

る組成調査の実績から算出した現状の排出比率に基づき，平成３４年度の家庭系もやすごみ

1 人 1 日平均排出量を平成２８年度の家庭系もやすごみ１人１日平均排出量の 405 グラム

から 42 グラムを排出削減し，さらに，37 グラムを資源ごみへ分別移行することとします。 

また，事業系ごみについては，近年増加傾向にあり，今後も増加することが想定されるこ

とから，事業系ごみの増加を抑制することを目標とします。 

具体的には，事業系ごみの約 8 割を占める許可業者の収集によるもやすごみを，平成３４

年度の事業系ごみ排出量の単純推計に対し５％削減することとします。 

なお，平成３５年度以降は，平成３４年度の排出量を維持していくこととします。 
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◆図表３-15 本計画における排出抑制目標値 

 

 

 

 g/人･日

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ）

 g/人･日

（ ） （ ）

 g/人･日
（ ）

合計
≒

283.9
70.1%

再資源化移行目標量
  （　）は平成29年度に実施した組成調査
　による品目別の割合を示しています。 42.2 g/人･日

≒ 37 g/人･日 42 g/人･日

合計 36.9 g/人･日

排出抑制目標量

11.6% 4.7%

90% 25.1
27.9

6.9%

排出抑制対象
90% 17.1

46.9 g/人･日 19.0

手つかず食品

食べ残し

その他可燃ごみ

0.0 0%
0.4

0.1%

プラスチック類

0.1%

0.2% 74.4 g/人･日

1.8 50%
紙パック 18.4%

3.5

0.9%

0.0 0%
0.4

容器包装プラ（洗浄済）

再資源化対象

8.9 50%
その他紙製容器包装

17.8

4.4%

8.0 50%
雑誌・雑紙

15.9

3.9%

0.4 50%
段ボール

0.8

8.8%

家庭系ごみ

再資源化移行
協力度 もやすごみ（平成28年度） 協力度

排出抑制
見込量 見込量

405.2

17.8 50%
新聞・チラシ

35.6

事業系ごみ

5.49

5.22

3.00

4.00

5.00

6.00

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39

１
日

平
均

排
出

量
ｔ/

日

年度

許可業者の収集によるもやすごみ

実績

単純推計

目標推計



30 

（２）リサイクル 

 既定計画の進捗  

既定計画における目標値は，平成２３年度（基準年）のレベルを維持するものとし，ごみ

の排出量の削減によるリサイクル率のアップを見込み，平成２９年度のリサイクル率を 69％

以上としています。また，処理システムの変更の場合も勘案し，ＲＤＦを除いた場合のリサ

イクル率を 36％としています。 

平成２８年度のリサイクル率の実績は 65％です。また，ＲＤＦを除いた場合のリサイクル

率は 28％となっており，平成２９年度の目標値の達成は困難な状況にあります。 

◆図表３-16 既定計画におけるリサイクル目標 

区  分 
平成 23 年度

実 績 
（基 準 年） 

平成 28 年度 
実 績 

平成 29 年度 
数値目標 

平成 34 年度 
計画目標 

リサイクル率 67％ 65％ 69％ 71％ 

リサイクル率 
（ＲＤＦを除く。） 31％ 28％ 36％ 41％ 

 

 本計画の目標値  

現状のリサイクル率は，県内トップクラスです。熱利用であるＲＤＦを除いても上位にあ

ります。 

本計画の目標値は，平成３１年度以降の可燃ごみ処理システムの変更によりＲＤＦの製造

を中止することから，熱利用分（ＲＤＦ・発電寄与量）を除くリサイクル率については，現

状を維持することとし，もやすごみ排出量の削減，資源ごみへの分別移行によるリサイクル

率のアップを見込み，平成３９年度のリサイクル率（熱利用分を除く。）を 32.3％とします。 

◆図表３-17 本計画におけるリサイクル目標値 

 

◆リサイクル目標

ｔ/年

現　状

平成28年度 平成34年度 平成39年度

施設回収 1,558 1,462 1,426

資源回収 1,136 1,416 1,365

合計 2,694 2,878 2,791

リサイクル率
（熱利用分を除く。）

28.4% 32.5% 32.3%
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 平成 34 年度資源化量は，単純推計にお
いて 2,455 トンの見込みです。もやす
ごみの排出削減，資源ごみへの分別移
行による排出抑制目標値が達成された
場合，2,878 トンとなります。 

資源回収 施設回収 リサイクル率

（熱利用分を除く。）
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（３）最終処分 

 既定計画の進捗  

既定計画における目標値は，平成２３年度（基準年）のレベルを維持し，埋立率を 3％以

下としています。 

平成２８年度の埋立率は 1.1％であり，目標値を達成する見込みです。 

◆図表３-18 既定計画における最終処分目標 

区  分 
平成 23 年度

実 績 
（基 準 年） 

平成 28 年度 
実 績 

平成 29 年度 
数値目標 

平成 34 年度 
計画目標 

最終処分量 183ｔ 93ｔ 187ｔ 185ｔ 

埋立率 1.9％ 1.1％ 2.3％ 2.8％ 

 

 本計画の目標値  

本計画の目標値は，平成３１年度以降の可燃ごみ処理システムの変更により焼却残渣の最

終処分が必要となることを勘案し，もやすごみの排出量の削減，資源ごみへの分別移行によ

り最終処分量を最小化することで，平成３９年度の埋立率を 10.４％とします。 

 

◆図表３-19 本計画における最終処分目標値 

 

  

◆最終処分目標

ｔ/年

現　状

平成28年度 平成34年度 平成39年度

不燃物 93 77 64

焼却残渣 ― 705 690

合計 93 782 754

埋立率 1.1% 10.5% 10.4%
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 平成 34 年度最終処分量は，単純推計に
おいて 878 トンの見込みです。可燃ご
みの排出削減，資源ごみへの分別移行
による排出抑制目標値が達成された場
合，782 トンとなります。 

焼却残渣 不燃物 埋立率
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（４）目標値の総括 

本計画の数値目標を総括すると，図表３－２０のとおりです。 

本市の処理システムの特徴であるもやすごみのＲＤＦ化は，平成３０年度をもって終了し

ます。平成３１年度から廿日市市との共同処理で，高効率発電付き焼却施設の供用を開始す

ることから，リサイクル率の低下，埋立率の上昇が想定されます。 

本計画では，もやすごみを対象に排出量の削減，資源ごみへの分別移行に取り組むことに

より，資源化量の最大化，最終処分量の最小化をめざします。 

 

◆図表３-20 目標値の総括図 
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◆国・広島県の目標値 

本計画における目標値は，広島県が示す目標値を達成するものです。 

国が示す最終処分量の目標値については，可燃ごみ処理方式を変更する本市にとって達成

することが極めて困難な目標です。 

一方，県の目標値について，本市及び廿日市市の可燃ごみの処理方式の変更を考慮した目

標値としていることから，本計画の目標値は，県が示す目標値を達成するものとします。 

 

◆図表３-21 目標値の達成状況 

年 度       
指 標

 排出量 
資源ごみを
除く家庭系 

再生利用
率 

最終処分量 
(埋立率) 

平成 24 年度 10,802t 570ｇ 66% 
162t 

(1.7％) 

平成 25 年度 10,491t 554ｇ 67% 
196t 

(2.1％) 

平成 32 年度将来見込み 9,060t 416ｇ 31％ 
825t 

(10.7％) 

国目標値 
達成状況 

平成 24 年度比 △16.1% — — ＋409.3％ 

達成／未達成 達成 達成 達成 未達成 

広島県目標値 
達成状況 

平成 25 年度比 △13.6% — — — 

達成／未達成 達成 — 達成 達成 

注）排出量に資源回収量を含みます。 

再生利用率は，資源回収を含んだ量により求めたものです。 

平成 32 年度の再生利用率には，熱回収分は含んでいません。 

 

◆図表３-22 国及び広島県の目標値 

区 分 国 広 島 県 

計画名 

「廃棄物の減量その他その適正な処
理に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本的な方針」 
(平成 13 年５月環境省告示第 34 号) 
(平成 22 年 12 月変更) 
(平成 28 年 1 月変更) 

「第 4 次広島県廃棄物処理計画」 
(平成２8 年３月) 

数値目標年度 平成 32 年度 平成 32 年度 

排出量 

平成 24 年度比約 12％の削減 

資源ごみを除く家庭系ごみ１人１日
平均排出量 500 グラム 

平成 25 年度比 5％の削減 

再生利用率 約 27％ 19％ 

最終処分量 平成 24 年度比約 14％の削減 埋立率 11.8％ 
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３．計画の体系 

本計画では，暮らしやすい生活基盤の整備を進め，『笑顔・元気 かがやく大竹』を実現

するため，ごみ処理の基本方針に基づき次に掲げる施策の推進に取り組み，循環型社会の形

成を図ります。 

なお，具体的な施策については，図表３—２３のとおり排出抑制の推進，リサイクルの推

進，適正処理の推進の３つの柱ごとに位置づけ，それぞれ取り組んでいくこととします。 

また，具体的な施策のうち，「新たなごみ処理システムの整備」，「事業系ごみ処理手数

料の改定及び徴収方法の変更」は，計画期間内に重点的に取り組む『重点施策』と位置づけ

ます。 

 

◆図表 3-23 計画の体系 
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４．重点施策 

重点施策１ 新たなごみ処理システムの整備 

（１）新たな処理システムの概要 

廿日市市と共同で整備する新たなごみ処理システムは，焼却＋発電方式を採用し，最高水

準のエネルギー効率を達成できる予定です。具体的には，焼却処理の工程で発生する余熱を

発電と隣接する事業者に供給し，余すことなく利用します。このことによりエネルギー効率

は約 47％（最大時約 68％）となります。 

また，ごみ発電により年間約 4,300 トンの二酸化炭素の削減が図られ，隣接事業者への供

給による化石燃料の使用量の削減も加えると，年間 9,700 トンの削減が図られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地 廿日市市木材港南 

運転開始 平成 31 年４月予定 

処理能力 １日 150 トン 

余熱利用 発電 3,140 キロワット 

温水供給(隣接事業者) 

 

 

 

 

 

 

新たなごみ処理施設 

         のイメージ 

工事の様子 

（平成 29 年 12 月） 

ＣＯ２ 4,300 トン削減 ＣＯ２ 5,400 トン削減 
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（２）本市が目指す新たな処理システムのイメージ 

本市のもやすごみの新たな処理システムは，「安心・安全」を実現し，加えてコストの削

減が図れるものとします。また，本市では，現有施設を活用した中継施設を整備します。 

中継施設の整備は，市民とのごみの受け渡しを行うごみの収集運搬を変更せず，現状のサ

ービスを維持し，かつごみの運搬を効率化するために行います。具体的な施設整備は，現有

RDF 施設を活用することでコストの抑制を図ります。 

◆図表 3-24 本市がめざす新たな処理システムのイメージ 
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重点施策２ 事業系ごみ処理手数料の改定及び徴収方法の変更 

（１）改定の目的 

事業系ごみの排出抑制や分別の徹底を確実に進めるためには，事業者がコスト意識を持つ

ことが不可欠です。「事業系ごみ処理手数料の改定及び徴収方法の変更」の目的は，次のと

おりとします。 

 

本市のごみ処理手数料負担率は，広島県内の他市に比べて低く，加えて本市の事業

系ごみ排出量は，近年増加傾向にあることから，現在の処理手数料が排出者責任を誘

導しているとは言えません。 

ごみの減量や分別の徹底を確実に進めるためには，事業者自らが，コスト意識をも

って取り組んでいくことが必要であり，ごみ処理手数料は，事業者のごみの減量や分

別の徹底におけるインセンティブ（行動を変化させるような要因）となるものです。 

また，排出者責任の原則から，ごみの減量への取組の実績に応じて，それに見合う

料金負担とすることで，負担の公平性を保つことが必要です。 

〔平成 27 年度広島県各市のごみ処理手数料負担率〕 

 

〔事業系ごみ排出量の推移〕 
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コスト意識をもってごみの減量や分別の徹底を確実に進めるとともに， 

排出者責任の原則から負担の公平性を保つものとします。 
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（２）事業系ごみ処理手数料の改定方針 

平成 31 年度から開始の廿日市市との可燃ごみの共同処理以降は，もやすごみ 10 キログ

ラム当たりの処理原価が 576 円になるものと算定しています。 

このうち事業系ごみでは，事業系ごみの負担率を県内他市の平均値である 41.3％とみなし

た場合，238 円となり，排出事業者の処理責任の観点から，現行の事業系ごみ処理手数料の

妥当性について検討する必要があります。 

また，近隣の自治体の事業系ごみ処理手数料は，１０キログラム当たり 150 円であり，事

業系ごみの市域を超えた流入が懸念されます。 

さらに，平成２５年１０月から家庭系の「もやすごみ」，「粗大ごみ」に，ごみ処理手数

料を導入したことに伴い，近年，家庭系ごみは減少傾向にありますが，事業系ごみは，年々，

増加する傾向にあります。 

こうしたことを踏まえ，事業系ごみ処理手数料の改定について，次のとおり検討すること

とします。 

 

※国の考え方 （「一般廃棄物処理有料化の手引き」H25.4 環境省大臣官房廃棄物リサイクル対策部廃棄物対策課による） 

廃棄物処理法上，市町村は，当該市町村内における事業系を含めた全ての一般廃棄物の処理につ

いて統括的な責任を有するが，事業系一般廃棄物については，排出事業者自らの責任において適正

に処理することが義務付けられている。そのため，市町村において処理する場合でも，廃棄物の処

理に係る原価相当の料金を徴収することが望ましい。 

しかし，中小企業対策や地域産業支援などの観点から無料または低額の料金水準に設定されてい

る場合もある。そのような場合には，例えば，排出事業者に排出量削減計画を提出させるなど，で

きるだけ市町村の財政的負担を軽減させる取組みを求めることが考えられる。 

また，近隣市町村の料金水準と大きな差がある場合には，自治体間の廃棄物の流入・流出が懸念

されるため，差をつける場合には，それらの対策について検討しておく必要があると考えられる。 

 

◆図表 3-25 事業系ごみ処理手数料の改定方針 

手数料額の目途 10kg 当たり 
238 円～576 円程度 

廿日市市との共同による可燃ごみ処理経
費を前提に検討・設定する。 

料金改定の検討 随時 定期的に，ごみ排出量，ごみ処理原価，
事業活動の動向等を踏まえて検討する。 

料金改定方針 1.5 倍以内 激変緩和措置 

今回の改定額 10kg 当たり 150 円 排出者責任（利用者負担の考え方） 

家庭系ごみとのバランス 

廿日市市，岩国市等とのバランス 

ごみ減量への自主的な取組の促進 

 

（３）徴収方法の変更 

事業者は，事業系ごみを排出する場合，一般的には収集・運搬許可業者と年間契約するた

め，排出量の増減にかかわらず委託料が一定となり，廃棄物の資源化等によるごみの減量へ

のインセンティブが働きにくいことが課題となっています。 
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このため，これを改善する方法として，大竹市廃棄物減量等推進審議会の答申等を踏まえ，

事業系指定ごみ袋を導入し，ごみの排出量に応じて手数料を負担する方式とします。 

指定ごみ袋のサイズについては，他の自治体の導入状況を参考に 45 リットル，70 リッ

トルの 2 種類のサイズとし，価格については，ごみの組成調査から 45 リットルサイズの指

定ごみ袋の容量を 6 キログラム相当とみなし，今回，改定予定の従量制による 10 キログラ

ム当たり 150 円の手数料額を換算した額に，製造，流通費を加え，45 リットルサイズ 1

枚当たり 110 円，70 リットルサイズ 1 枚当たり 160 円とします。 

なお，事業者自らの再資源化を促し，事業系ごみの排出抑制へのより強いインセンティブ

を喚起させるため，事業系ごみの排出に当たっては，原則，ごみの区分ごとに事業系指定ご

み袋を使用して排出することとし，粗大ごみなどの指定ごみ袋に入らない場合に，計量方式

による従量制によって排出する取扱いとします。 

 

◆図表 3-26 対象とするごみの種類とごみ処理手数料及び徴収方法の変更方針 

ごみの種類 現 状 料金の変更内容 徴収方法の変更内容 

もやすごみ 100 円/10kg 70ℓ 160 円/枚 新たに事業系指定ご

み袋を導入 
資源ごみ 45ℓ 110 円/枚 

粗大ごみ・せん定ごみ等の 

指定ごみ袋に入らないもの 

150 円/10kg 現行の従量制を継続 

 

（４）事業系ごみ処理手数料の改定に併せて実施する施策 

本市における事業系ごみの処理手数料は，有料指定ごみ袋制と計量値による従量制を併用

することから，排出時点における排出方法の徹底が不可欠となります。 

このため，排出事業者，収集・運搬許可業者に対し，次の指導等を行っていくものとしま

す。 

 

◆図表 3-27 排出事業者，収集・運搬許可業者への指導等 

排 出 事 業 者  古紙類等については，自らによる資源化に取り組み，やむを得ずご

みとして排出する場合は，有料指定袋を用いて分別排出するよう，

指導します。 

 排出事業者自らが搬入する場合は，粗大ごみ及びせん定枝等に限

り，計量値による従量制を適用する旨を周知徹底します。 

収 集 運 搬 

許 可 業 者 

 排出事業者の適切な分別による排出を促すよう，指導します。 

 定期的な展開検査により，決められた方法によるごみの排出を周知

徹底します。 

 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

事業系ごみ処理 

手数料の改定及び

徴収方法の変更 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

    
※事業者等への事前説明会の開催後，平成 32 年度からの実施をめざします。 
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５．施策の柱Ⅰ 排出抑制の推進〔排出抑制計画〕 

１ 排出抑制施策の方針 

 

  排出抑制を進めるため，ごみの分別収集や排出抑制に取り組む市民・事業者

を増やしていくものとします。 

  具体的な施策は，市民や事業者が取組を進めていくための支援として，「人

づくり」や「システムづくり」となる施策を展開していくものとします。 

 

２ 市民意識の向上 

 

施策１ ごみ減量等講習会   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

地域の公民館活動等の支援のた

め，情報の提供や担当職員の派

遣等を行っていきます。 

食べ残しを減らす「30・10 運

動」や，買った食材を使い切る

「３キリ運動」などの周知・啓

発に取り組んでいきます。 

 

市民は積極的に参加し

ましょう。 

事業者は専門知識を有

する講師を派遣するな

ど，地域活動に参加しま

しょう。 

継続 

施策２ ごみ分別チラシの作成等   

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

ごみの分別の徹底や過剰包装を改善

するため，チラシの作成・配布を定期

的に行うなど，市民に対する説明用資

料等の作成を行っていきます。 

 

市民は分別に協力する

とともに，買い物の際，

過剰包装を断るなど，ご

みを作らない生活に心

がけましょう。 

継続 

施策３ 環境学習の充実   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

小・中学校の社会科の学習

として，施設見学の受け入

れを行い，環境への配慮を

心がける人づくりを進めて

いきます。 

また，成人（ＰＴＡ等）へ

の啓発についても，取り組

んでいきます。 

市民は施設見学や公民

館活動に積極的に参加

しましょう。 

事業者は専門家を講師

として派遣するなど，地

域の活動に参加しまし

ょう。 

継続 
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施策４ 公開見学会の開催   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

本市のごみ処理の実態を広く市

民に知っていただくため，積極的

に見学会を開催します。 

見学会では，見て，聞いて，触れ

ることで，体験できるものとしま

す。 

市民は公開見学会に積

極的に参加しましょう。 

事業者は環境問題に関

連する施設を活用して，

公開見学会を開催しま

しょう。 

継続 

施策５ 生ごみの堆肥化等の推進   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

生ごみ堆肥化の取組を推進するため，

助成制度を継続します。 

効果的な使用ができるよう，使用方法

について講習会を開催し，市民への啓

発を積極的に行っていきます。 

 

市民・事業者は生ごみの

堆肥化に取り組みまし

ょう。 

継続 

施策６ マイバッグ運動の実施   

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

平成２１年１０月にスーパー等

でのレジ袋無料配布を中止する協

定を締結しました。 

レジ袋の削減のため，買い物袋の

持参を推進していきます。 

市民は買い物袋を持参

しましょう。 

販売事業者はレジ袋の

無料配布を中止するな

ど，市民，行政の取組に

協力しましょう。 

継続 

 

３ 流通・販売事業者への協力推進 

 

施策７ 店頭回収の推進   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

スーパー等において行っている食品

トレー，牛乳パック等の回収を，よ

り一層進めるため，回収を受け入れ

てもらえる販売店等に対し，協力を

要請していきます。 

市民は協力店を利用し

ましょう。 

事業者は協力店になり

ましょう。 

継続 

  

資源回収に
御協力ください

ペットボトル ト レ イ

資源回収に
御協力ください
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4 協議体制の整備 

 

施策８ 協議会の活用推進   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

市民団体，事業者，行政が一体と

なってごみ処理問題について取り

組んでいくため，時事の問題につ

いて審議会の場で協議していきま

す。 

このため，市民や事業者の意見を

募り，効率・効果的な施策を実施します。 

市民・事業者は積極的に

意見を提言しましょう。 

 

継続 

施策９ 公衆衛生推進委員との連携   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

公衆衛生推進委員と連携し，

ごみステーションの管理や

不法投棄に対するパトロー

ルの強化を図ります。 

また，地域での課題や問題点

の把握，解決のため，公衆衛

生推進委員との連携の強化

にも努めます。 

市民・事業者は不法投棄

をしないようにしまし

ょう。 

継続 

 

５ 回収システムの整備 

 

施策 10 助成制度の活用推進   

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

資源物の集団回収を促進するため，資源回収を推進す

る団体への助成事業を継続していきます。 

また，助成制度を市民に積極的に活用してもらうよう，

ごみ収集カレンダー・ホームページ・広報を活用して

周知します。 

市民は補助制度を積極

的に活用しましょう。 

継続 

施策 11 拠点回収の活用推進   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

公民館等の公共施設を利用した小型家電の拠点回収

を，市民に積極的に活用してもらうよう，ごみ収集カ

レンダー・ホームページ・広報を活用して周知します。 

市民は資源回収に協力

しましょう。 

 

継続 
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施策 12 不用品交換の推進   

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

毎年 11 月に「コイ・こいフェ

スティバル・イン・おおたけ」

が開催されています。 

イベント会場のフリーマーケッ

トでは，不用品の交換を積極的

に促します。 

 

 

市民はフリーマーケッ

トに参加しましょう。 

日頃から，できる限りご

みを少なくするよう，心

がけましょう。 

継続 

 

施策 13 せん定枝等のリサイクル活動の効果的な運用  

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

大竹市シルバー人材センターが

各家庭から排出されるせん定枝

等を腐葉土として有効活用して

いるリサイクル活動について，よ

り効率的な運用のための検討を

行いながら進めます。 

市民はリサイクルに協

力しましょう。 

 

 

継続 

 

 

 

６ 事業者への協力推進 

  

施策 14 事業系ごみ処理手数料の改定及び徴収方法の変更【重点施策２】  

施策の方向（行政の役割） 事業者の役割 区分 

排出者負担の公平性やごみの減量等の観点から，事業

系ごみ処理手数料の改定及び徴収方法の変更につい

て，平成 32 年度からの実施をめざします。 

 

事業者はコスト意識を

もってごみの減量や分

別の徹底に取り組みま

しょう。 

新規 

〔詳細は「４．重点施策」の項参照〕 

  

（平成 29 年度のチラシ）
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７ 施策のスケジュール 

 

施策

№ 
取り組む施策 

平成

30 

年度 

平成

31 

年度 

平成

32 

年度 

平成

33 

年度 

平成

34 

年度 

平成

35 

年度 

平成

36 

年度 

平成

37 

年度 

平成

38 

年度 

平成

39 

年度 

1 ごみ減量等講習会     
継 続     

2 
ごみ分別チラシの

作成等 
    

継 続     

3 環境学習の充実     
継 続     

4 公開見学会の開催     
継 続     

5 
生ごみの堆肥化等

の推進 
    

継 続     

6 
マイバッグ運動の

実施 
    

継 続     

7 店頭回収の推進     
継 続     

8 協議会の活用推進     
継 続     

9 
公衆衛生推進委員

との連携 
    

継 続     

10 
助成制度の活用 

推進 
    

継 続     

11 
拠点回収の活用 

推進 
    

継 続     

12 不用品交換の推進     
継 続     

13 
せん定枝等の 

リサイクル活動の

効率的な運用 

 

 

  

 
継 

 

続 

 

    

14 

事業系ごみ処理手

数料の改定及び徴

収方法の変更 

【重点施策２】 

 

    
 

 

 

 

    

 

※事業者等への事前説明会の開催後， 

平成 32 年度からの実施をめざします。 新 規 
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６．施策の柱Ⅱ リサイクルの推進〔再資源化計画〕 

１ 再資源化施策の方針 

 

  ごみのリサイクルは，市民や事業者が自ら再生利用等に積極的に取り組むこ

ととします。 

  行政は，市民や事業者の取組を支援するものとします。 

 

2 分別収集の徹底 

 

施策 1 広報・啓発資料作成及び啓発活動   

施策の方向（行政の役割） 市民の役割 区分 

地域の公民館活動等を通じての啓

発活動を進めるため，情報の提供

や担当職員の派遣等を行っていま

す。 

ごみを正しく分別することの必要

性を示した啓発資料を作成し，併

せて，出前講座等により啓発等を

行います。 

市民は出前講座等に積

極的に参加しましょう。 

継続 

施策 2 転入者・自治会未加入者等への啓発   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

賃貸住宅への居住者は，自治会に加入しない場合があ

るため，転入等の事務手続き時に，窓口でごみ収集カ

レンダーや分別ガイドを配付し，分別等による適正な

ごみ出しの周知，啓発を行います。 

ごみの正しい分別のた

めの分別ガイドを活用

し，ごみを正しく分けて

排出しましょう。 

継続 

 

３ リサイクルの推進 

 

施策３ 事業者及び資源回収業者への協力要請   

施策の方向（行政の役割） 事業者の役割 区分 

事業系ごみは，できる限り事業所内で有効利用するよ

う促し，もやすごみの削減，あるいは排出量の削減を

図ります。 

そのため，事業者からの問い合わせに対し，有効利用

の手法，資源物を取り扱う資源回収業者等の紹介など

を行います。 

資源物はごみとして出

さず，自らの取組により

資源回収業者に引き渡

しましょう。 

継続 
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施策４ 小型家電のリサイクル   

施策の方向（行政の役割） 市民・事業者の役割 区分 

小型家電は，国が定めた小型家電リサイクル法の適用

により，積極的にリサイクルを進めます。 

このため，分別方法，処理方法等，本市に適したリサ

イクルシステムについて検討します。 

（施策の柱Ⅲ 適正処理の推進〔ごみ処理計画〕参照） 

決められた方法により

正しくごみ出しを行い

ましょう。 

継続 

※小型家電リサイクル法 

国は，循環型社会形成の推進を目的として，平成２４年８月３日に「使用済み小型電子機器再資

源化促進法」（以下「小型家電リサイクル法」という。）を成立させ，平成２５年４月に施行して

います。 

 

 

４ 施策のスケジュール 

 

施策 

№ 
取り組む施策 

平成

30 

年度 

平成

31 

年度 

平成

32 

年度 

平成

33 

年度 

平成

34 

年度 

平成

35 

年度 

平成

36 

年度 

平成

37 

年度 

平成

38 

年度 

平成

39 

年度 

１ 
広報・啓発資料の 

作成及び啓発活動 
    

継 続     

２ 
転入者・自治会未加入

者等への啓発 
    

継 続     

３ 
事業者及び資源回収

業者への協力要請 
    

継 続     

４ 小型家電のリサイクル     
継 続     
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７．施策の柱Ⅲ 適正処理の推進〔ごみ処理計画〕 

１ ごみ処理方法及び処理主体 

本市から排出されるごみの最終処分に至るまでの処理形態等について，ごみの区分ごとに，

排出者，収集・運搬方法，及び最終処分に至るまでの工程等に分類し，次のとおりまとめま

した。 

 

◆図表 3-28 処理方法と処理主体 

区 分 排 出 収集・運搬 
中間処理 最終処分 

処理主体 処理方法 処理主体 処理方法 

家庭系ごみ 市 民 大竹市 

大竹市 

ＲＤＦ化 

（平成 31 年 3 月 31 日まで） 

焼  却 

（平成 31 年 4 月 1 日から） 

資源化（破砕・選別） 

大竹市 埋立処分 

事業系ごみ 事業者 事業者 

注）本市が処理主体となる収集・運搬や中間処理には，委託を含みます。 

 

２ 収集・運搬計画 

 

・ 計画収集区域は，行政区域全域とします。 

・ 収集・運搬作業は，排出者である市民とのごみの受け渡しを行うため，より高い行政

サービスの提供が可能な収集・運搬体制の構築をめざします。 

・ 福祉の充実したまちづくりを推進するため，高齢者などに配慮した収集・運搬体制の

整備に努めます。 

 

 

施策１  ふれあい戸別収集事業 

 

本市のごみ収集は，収集・運搬の効率化からステーシ

ョン方式により行っており，市民は，決められた場所に

自らがごみを出す必要があります。 

このため，高齢者，要介護者，及び障がいのある方に

とっては負担が大きく，福祉の向上を目的とした行政サ

ービスが必要です。 

本市では，平成２５年 6 月から認定制度による戸別

収集を実施しています。今後も高齢化の進行等により増

加することが予想されることから，ふれあい戸別収集事

業を継続していきます。 

“収集の際，安否確認のための

声かけも行います。” 
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>>>市民の役割<<< 

 ごみの分別区分は，再資源化を図ることから，より複雑になっており，高齢者など

にとって，分別が難しくなっています。このため，適切に分別されていない場合，

収集されずに取り残され，カラスなどに荒らされてしまうなど，環境美化を損ねる

こととなります。 

 地域住民で協力しあい，適切なごみ出しに協力しましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 介護が必要な方や障がいのある方などのごみ出しに対する支援として，認定制度に

よる「ふれあい戸別収集事業」を継続していきます。 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

ふれあい 

戸別収集事業 
 

   
継 

 

続 

 
    

 

施策２  適切なごみ出し方法の徹底〔警告書貼付による啓発〕 

 

ごみの分別は，決められた方法で行われないと再資源化が困難となったり，選別等の追加

作業によりコスト増となる場合もあります。このため，決められた方法でごみを出すことは

適正なごみ処理において不可欠と言えます。 

ごみステーションに排出された家庭ごみに，異物が混入されていたり，指定袋に入れてい

ないなど，ごみ出しのルールが守られていない場合は，不適切である理由を記した警告書を

貼付のうえ，ごみステーションに残置することで，適正な分別による排出を促していきます。 

また，適切な分別方法について周知するため，必要に応じて，随時，分別ガイドの改訂を

進めていきます。 

 

>>>市民・事業者の役割<<< 

 ごみの分別は，資源化施設等による効率的な資源物の回収に不可欠です。ごみ出し

のルールに従い，適切なごみの分別を徹底しましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 市民や事業者によるごみの分別が徹底されるよう，適切にごみを分別することの重

要性について，出前講座・ごみ収集カレンダー・ホームページ・広報などによる周

知を図っていくものとします。 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

適切なごみ出

し方法の徹底 
 

   
継 

 

続 
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施策３  事業系ごみに係る排出指導〔家庭系への混入禁止指導〕 

 

事業者が事業活動により排出するごみについては，廃棄物処理法第３条において「事業者

自らの責任において適正に処理しなければならない」と規定されています。 

事業者が排出するごみは，事業者自らが運搬するか，あるいは本市が許可する収集・運搬

許可業者により行うことが必要ですが，一部の事業者に家庭ごみに混入した排出が見受けら

れます。 

こうしたことから，事業系のごみについて，法の趣旨に基づき家庭系ごみとは別に処理手

数料を上乗せした，有料指定ごみ袋制を導入し，排出事業者間の公平性を維持するため，家

庭ごみへの混入を禁止することとします。 

今後，排出事業者に対して，廃棄物管理責任者の選任や減量等に関する計画の策定を指導

するとともに，本市のごみ処理施設に搬入する場合には，予め搬入するごみの種類や量を記

した処理計画の提出を求め，計画に基づき適正なごみの排出を指導していくものとします。 

>>>事業者の役割<<< 

 事業者は自らによる適正な処理を進めましょう。なお，やむを得ず，ごみとして排

出する場合は，予めごみ処理計画を提出し，計画的なごみの搬入に協力しましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 本市に搬入する事業者に対し，搬入するごみの種類や量を記した処理計画の提出を

求め，これに基づき，分別の徹底や適正な排出について指導していくものとします。 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

事業系ごみに

係る排出指導 
 

   継 

 

続 

 
    

 

施策４  事業系ごみに係る収集・運搬業の許可 

 

ごみの収集・運搬業の許可は，事業系ごみの排出状況及び現在の許可業者の収集・運搬状

況などを勘案して行っています。本市では，将来のごみの排出量に関する目標値を定め，事

業者自らによる適正な処理や再資源化を進めることで，削減する計画としています。 

このため，事業系ごみに係る収集・運搬業については，再資源化等を目的とする場合や本

市で処分することが困難なごみを，限定的に収集・運搬する場合を除き，現状どおり新たな

許可は行わないものとします。 

>>>事業者の役割<<< 

 自らによるリサイクルや減量に取り組み，本市における適正な処理の推進に協力し

ましょう。また，収集・運搬許可事業者は，排出事業者に対し，分別の徹底等の指

導や協力要請を行うなど，本市における適正な処理の推進に協力しましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 事業系ごみの適正な処理のため，排出事業者に対しごみの分別の徹底を指導し，収

集・運搬許可事業者に対しては，排出事業者の指導員となるよう協力を要請してい

くものとします。 
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≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

収集・運搬業 

の許可 
 

   
継 

 

続 

 
    

 

施策５  せん定枝等の再資源化 

 

本市では，平成２５年度から家庭から排出されるせん定枝等を「資源ごみ」として位置づ

け，月１回の収集日を設けています。処理場に持ち込まれたせん定枝等は，大竹市シルバー

人材センターにより腐葉土化され有効利用しています。 

現在，せん定枝等の対象を「せん定枝，庭等の草花，落ち葉，枯れ葉」としていますが，

庭等の草花については土の付着が多く，破砕機に通してもチップ状になりません。 

このため，廿日市市との共同でのもやすごみの焼却処理が始まる平成３１年４月からは，

もやすごみとしての排出に分別を変更します。 

◆コラム せん定枝等の収集・処理 

 処分場に持ち込まれるせん定枝等は，シルバー人材センターが持ち帰り，チッパーと呼ば
れる機械で裁断・破砕されます。 

 ２年程度熟成させることで，良質の腐葉土となり，「チップくん」として販売しています。 

 

 

 

 

 

資料：公益社団法人大竹市シルバー人材センターホームページ 

 

>>>市民・事業者の役割<<< 

 庭木等のせん定を行ったら，大きな枝は粗大ごみ，資源化できるせん定枝は，資源

ごみとして出しましよう。庭等の草花はもやすごみとして出しましょう。 

 「チップくん」を利用しましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 分別されたせん定枝等の処理や有効利用を継続していきます。 

 庭等の草花については，もやすごみとして出すよう啓発していきます。 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

せん定枝等の 

再資源化 

庭等の草花の分別 

 

 

 

変更   

継 

 

続 
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３ 中間処理計画 

 

・ 計画処理区域は，行政区域全域とします。 

・ ごみ処理が安定かつ長期的に継続できるよう，必要な処理システムの整備と適正な維

持管理を行うものとします。 

・ もやすごみの処理は，ＲＤＦ発電事業の終了にあわせ，新たなごみ処理システム（ご

みの中継施設から共同処理施設までの運搬を含む。）を整備します。 

 

 

施策６  新たなごみ処理システムの整備【重点施策１】 

 

平成１４年度に事業を開始したＲＤＦ発電事業は，平成３０年度までを事業期間としてい

ます。今後，事業の終了にあわせ，新たなごみ処理システムを整備していくものとします。 

（詳細は「4．重点施策」の項参照） 

 

>>>市民・事業者の役割<<< 

 ごみの減量や再資源化への取組を進め，市において処理するごみの量を削減しまし

ょう。こうした取組により，新たなシステムの整備や維持管理に要するコストの削

減に努めましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 平成３０年度までのＲＤＦ化施設の維持管理を適切に行うとともに，本市に適した

新たなごみ処理システムを整備し，長期にわたり安定した処理を行うものとします。 

≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

新たなごみ処理

システムの整備 

【重点施策１】 

整 

 

備 

 

 

 
 運 

 

用 

 
    

 

 

施策７  小型家電のリサイクル 

 

小型家電リサイクル法は，平成２４年８月３日に成立，平成２５年４月に施行されました。

この法律は，携帯電話，デジカメ，ゲーム機，ビデオカメラ，電話機などを対象とし，一部

の地域や品目での先行的な取組を活かしながら，これらの取組が安定的・継続的に行われる

よう，制度的に担保することを狙いとしています。 

このため，家電リサイクル法のように，消費者からリサイクル料金を徴収するのではなく，

関係者が協力して自発的に回収方法やリサイクルの実施方法を工夫し，それぞれの実情に応

じて参加するといった「促進型」の制度として取り組みます。  
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◆コラム 小型家電リサイクル法の制度 

 

資料：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 

小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（第10回） 

 

現在の分別・処理方法は，対象品目を「もやさないごみ・もえないごみ」としてごみステ

ーションに排出したり，「粗大ごみ」としてリサイクルセンターに搬入したり，あるいは公

共施設 10 個所に設置した小型家電専用の回収ボックスに投函する取扱いとしています。 

しかしながら，昨今，回収ボックスへの投函が減少しており，また対象外の不適切な投函

も見られます。 

今後も小型家電のリサイクルを積極的に推進していくうえで，本市に最適な分別・回収方

法等について検討していくものとします。 
 

◆小型家電類の分別方法等のケース 

排出方法 収集方法 処理・保管方法 必要なシステム 

従来どおりの 

方 法 で 分 別 
現収集体制による 

行政により 

選別・保管 

・選別設備の整備 

(現状の処理システムの活用等) 

・保管設備の整備 

 
選別・保管を 

専門業者に委託 

・委託先の確保 

（現有施設は不要とする） 

小型家電を資源 

ごみとして分別 

資源ごみの収集体制を 

増強する 
行政により保管 ・保管設備の整備 

拠 点 回 収 
家電量販店や公共施設

に回収拠点を設置 
行政により保管 

・回収拠点の整備 

・拠点からの運搬体制の整備 

・保管設備の整備 

※赤枠は現在の処理を示しています。 
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>>>市民・事業者の役割<<< 

 これまでどおり，ごみの分別に協力しましょう。また，家電製品は大事に扱い，長

く使うことで，ごみとならないようにしましょう。 

>>>行政の役割<<< 

 効率的な収集方法等を構築し，有用金属（資源価値の高いベースメタル，貴金属，

レアメタル）の回収を進めるものとします。 

≪施策スケジュール≫ 

 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

小型家電の 

リサイクル 

 
   

継 

 

続 

 
    

 

 

４ 最終処分計画 

 

・ 計画処理区域は，行政区域全域とします。 

・ 本市は，現在，最終処分場を有していないため，ごみの排出抑制と有効利用を促進し

ていくものとします。 

 

 

施策８  最終処分量の削減 

 

本市の最終処分量は，排出量の合計に対する割合（埋立率）が 1％程度であり，最終処分

の最小化が図られています。このため，引き続き最終処分量が増大しないよう，ごみの減量

化や再資源化の取組を積極的に推進するものとします。 

一方，もやすごみの処理については，ＲＤＦ発電事業の終了後の新たなごみ処理システム

の整備を進めていますが，処理後の残渣については有効利用が図れる方式の検討を行い，現

状どおり最終処分の最小化を図っていくものとします。 

なお，本来は，自区内処理の原則に基づき，現状の委託処理から自区内処理へ転換すべき

であり，最終処分場の整備について検討していくものとします。 

 

>>>市民・事業者の役割<<< 

 ごみの減量や再資源化への取組を進め，市において処理するごみの量を削減しまし

ょう。こうした取組により，最終処分が必要となる埋立量の減少が図られます。 

>>>行政の役割<<< 

 地球環境や地域の環境の保全に寄与し，併せて効率的な処理を長期・安定的に行う

ため，最終処分場の整備について検討していきます。 
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≪施策スケジュール≫ 

施 策 
平 成 

30 年度 

平 成 

31 年度 

平 成 

32 年度 

平 成 

33 年度 

平 成 

34 年度 

平 成 

35 年度 

平 成 

36 年度 

平 成 

37 年度 

平 成 

38 年度 

平 成 

39 年度 

最終処分量の 

削減 
 

   
継 

 

続 

 
    

 

 

５ その他の計画 

 

施策９  災害廃棄物対策 

 

東日本大震災，熊本地震を踏まえ，平時から，災害時への対応を準備しておくことが必要

です。また，災害時には状況に応じ，県，近隣市町，関係業者などに対して応援要請が必要

となるため，関係機関との連携体制を構築していくことも重要です。 

このため，本市では「大竹市災害廃棄物処理計画」及び「大竹市地域防災計画」を策定し

ており，これらの計画に沿って災害時に発生する廃棄物を迅速かつ適切に処理・処分するこ

とで，公衆衛生の保持に努めます。その際，公有地等を利用して，臨時災害廃棄物の保管場

所を確保し，災害廃棄物の分別と処理を進めるものとします。 

なお，本市単独では対応できない場合も想定されるため，県の廃棄物対策に関する部署等，

関係機関との連携を図り適正な処理を行います。 

 

施策 10  在宅医療系廃棄物対策 

 

高齢化の進行等に伴い，在宅医療行為に伴う廃棄物（在宅医療系

廃棄物）が増加しています。こうした在宅医療系廃棄物には，注射

針など，ごみ処理において危険を伴う場合も想定されます。 

在宅医療系廃棄物による事故を防ぐため，医師や医療機関との連

携を図り，安全な排出方法について指導を受けるなど，適正な処理

を推進します。具体的には，注射針など危険なものや感染性のある

ものは，医療機関を通じて専門業者による回収とします。 

 

施策 11  不法投棄対策 

 

事業系ごみ処理手数料の改定後には，不法投棄の増加が懸念されます。これまでも防止策

として，防止・啓発看板の設置やパトロールを行っていますが，不法投棄やポイ捨てが発生

しやすい場所を減らしていくことも重要です。 

このため，監視パトロールの強化や発見時の警察への細やかな通報に取り組みます。また，

郵便事業者などとの連携を図るなど，不法投棄の監視を強化します。 

さらに，不法投棄を抑制するための監視カメラの増設や防止・啓発看板の作成・配布にも

努めます。 
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８．その他 

１ 事業者への協力要請 

 

廃棄物の元となる製品，流通容器等の製造，加工，販売等を行う事業者に対して，ごみの

減量のための自主回収ルートの確立，ごみにならない容器の利用促進及び適正処理困難物等

の処理施設の整備について，国及び広島県等の関係各機関への要請を行っていきます。 

また，同時に本市管内の流通・販売事業者に対しても，過剰包装の自粛や資源ごみの回収

等への取組を積極的に行うよう，協力要請をしていくものとします。 

 

 

２ 廃棄物再生事業者への協力要請 

 

本市管内から排出されるごみの減量及び再資源化のためには，これらに関連する再生事業

者の協力が不可欠です。 

このため，広島県内において登録されている廃棄物再生事業者等に対して，ごみの資源化

への協力要請を行うとともに，管内の廃棄物再生事業者による安定した再資源化等を推進す

るものとします。 

 

 

 

 


